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個人情報保護法（Personal Data Protection Act：PDPA） 
延期アラート   
※本ニュースレターは、英文ニュースレターの翻訳版です。 
日本語訳と原文（英文）に差異が生じた場合には、原文が優先されます。 

 

PDPA の発効日を 2021 年 6 月 1 日から 2022 年 6 月 1 日に延期 
 
最近タイでの新型コロナウイルス感染症の蔓延を理由に、タイの閣議では、個人情報保
護法（B.E.2560）に基づく個人情報の使用、収集、開示に関する PDPA の要件を完全
に実施することは、データ主体である個人情報を効果的に保護するためには複雑で高度
な技術を必要とするため、困難であるとの見解を示しました。 

これに伴い、タイ閣議では PDPA の発効日を 2021 年 6 月 1 日から 2022 年 6 月 1 日に
延期し、さらに 2021 年 5 月 8 日付にて「データ管理者に対する PDPA に基づく執行が免
除される事業又は団体に関する勅令」を官報に掲載しました（第 2 号）。当該勅令は
2020 年 5 月 27 日から 2022 年 5 月 31 日まで有効になります。 

この勅令により、PDPA の施行がさらに 1 年間免除される企業・団体は次のとおりです。 
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(1) 政府機関 

(2) 外国政府当局及び国際機関 

(3) 財団法人、社団法人、宗教法人、非営利団体 

(4) 農業ビジネス 

(5) 産業用事業 

(6) 商業ビジネス 

(7) 医療・公衆衛生 

(8) エネルギー、蒸気、水、廃棄物処理事業（関連する事業活動を含む） 

(9) 建設事業 

(10) 修理・メンテナンス事業 

(11) 運輸・物流・倉庫業 

(12) 観光ビジネス 

(13) 通信、テレコミュニケーション、コンピューター、デジタルビジネス 

(14) 金融・銀行・保険業 

(15) 不動産業 

(16) プロフェッショナルサービス 

(17) 管理・支援サービス業 

(18) 科学技術・学術・社会事業・芸術事業 

(19) 教育事業 

(20) 娯楽・レクレーション事業 

(21) セキュリティビジネス 

(22) 家庭、コミュニティ事業で、その活動が明確に分類できないもの 
 
 

デロイトの考察 

上記にかかわらず、データ管理者は、PDPA の発効日がさらに 1 年延期されたものの、デジ
タル経済社会省（Ministry of Digital Economy and Society：以下「MDES」）が定めた
許容可能な基準で個人情報に十分なセキュリティ保護を施すことが求められています。当
該基準の詳細は、2020年7月17日付のMDESの「個人情報保護基準B.E.2563(2020)

に関する通知」として MDES から発表されています。 

この点から、全ての関係者の皆さまには、タイの内閣及び MDES による今後の発表を注視
し、必要な対策を展開することを強くお勧めします。その結果として、PDPA の発効日が来
たときに、発生する可能性のある法的リスクを軽減し、組織内で十分な理解と認識を持
つといった十分な準備を行った上で、PDPA の完全な施行を迎えられることでしょう。 
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